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＊世界企業、3社に1社赤字…主要4500社の4-6月「主役交代加速」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で企業業績が大幅に悪化している。世界の主要企業を対象に
2020年4～6月期決算を集計したところ、3社に1社で最終損益が赤字だった。都市封鎖を直
撃し、自動車や小売り・ｻｰﾋﾞｽなどが業種全体で赤字となった。
半導体・IT支え・・ﾘｰﾏﾝ危機では金融の目詰まりが起きて全体的に利益が減った。ｺﾛﾅ下で
は在宅勤務の広がりや巣ごもり消費など新たな需要も生まれている。なかでも、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の
加速が目立ち、半導体やIT企業やﾃﾞｼﾞﾀﾙを武器にする企業は利益が急増している。台湾の
TSMCは「次世代通信機器（5G）は大きなトレンドの波として押し寄せており、力強さは続く」と
みる。
資金不足ﾘｽｸ‥市場では7～9月に前年同期比2割減、10～12月期は4%減、と年末に向けて
回復が見込まれる。「3月時点で期待していたより、経済回復には時間がかかるとみる」（米
IBMのｱｰﾋﾞﾝﾄﾞ・ｸﾘｼｭﾅｰCEO）

＊武田　今期純利益2.1倍…治験中止ｺｽﾄなくなり
武田薬品工業は31日、2021年3月期の連結純利益が前期比2.1倍にの920億円になる見通
しだと発表した。従来予想を320億円上回る。ある新薬候補の売却に伴い臨床試験（治験）
の中止ｺｽﾄなどを計上する予定だったが、売却する必要がなくなり戻し益が発生する。本業
の儲けを示すｺｱ営業利益予想は据え置いた。
・独禁法の観点から欧州委員会に新薬候補の売却を誓約していたが5月に売却義務が解除
され、600億円の増益要因が発生した。
・20年4～6月期決算は純利益が前年同期の約12倍の825億円。主力薬の潰瘍性大腸炎・ｸ
ﾛｰﾝ病と治療薬「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」や「血漿分が製剤」が増。

＊ｱｰﾑ再編　2つの選択肢…AI覇権へｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱと連合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　数年後に株式公開、資金を回収
ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟが傘下の英半導体設計大手ｱｰﾑ再編を巡り、米半導体大手ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱと交渉
に入った。ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱとｱｰﾑが連合すれば、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸGはより強固な半導体企業の株主になれ
る可能性がある。一方、以前からの方針だった数年後の新規株式公開（IPO)も検討を続け
る。両にらみでｱｰﾑの針路を探る。
・孫氏は、6月末の株主総会でも「ｱｰﾑは戦略的な中核会社の一つだ。完璧な2次曲線で（ｱｰ
ﾑが設計した半導体の）出荷数は伸びている」と言及した。
・ｴﾈﾋﾞﾃﾞｨｱが買収すると「ｱｰﾑの中立性が失われる」との指摘がある。

＊ﾀﾞｲｷﾝが医療用ﾏｽｸ…国産品の供給拡大（国循ｾﾝﾀｰなどと）
ﾀﾞｲｷﾝ工業と国立循環ｾﾝﾀｰ、ｸﾛｽｴﾌｪｸﾄ（京都市）は医療用高機能ﾏｽｸを共同開発する。使
い捨てではないﾌｲﾙﾀｰ交換式で、今秋にも国内で生産する。国産品の供給力を増強し医療
現場の不安解消につなげる。
・秋に小規模でﾌｲﾙﾀｰ生産を始め、2021年に1日当たり10万枚単位で量産。N95は医療現場
で使用頻度の高いﾏｽｸで、4月は奪い合いだった。
・日本はN95の大半を中国からの輸入に頼っている。不安解消につなぐ。

＊ｽﾏﾎ世界一に潜む影…ﾌｧｰｳｪｲ、集荷台数ｻﾑｽﾝを抜く
中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が、2020年4～6月期に世界のｽﾏﾎ出荷台数ｼｪｱで初の首位に
立った。競合が苦戦する中、いち早く経済再開に動いた。中国市場の需要を取り組んだ。た
だ米政府の規制を受けて海外では苦戦が続き、先行きは予断が許さない。ﾌｧｰｳｪｲのｽﾏﾎ
出荷台数の世界
ｼｪｱは4～6月期に20.0%で前年同期比2.3㌽増えた。
・米調査会社ｶﾅﾘｽによると、ﾌｧｰｳｪｲの占める中国比率は4～6月期に72%に達し、前年同期
比から8㌽増えた。中国外が27%減り、中国で8%増。
・中国市場もｼｪｱは高止まりし、上積みは難しい。更に米政府は米国製の製造装置を使った
半導体をﾌｧｰｳｪｲに輸出禁止の規制等で半導体の調達が難航し、21年春以降から発売のｽ
ﾏﾎから影響を受ける。
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＊LG化学、純利益5倍…4～6月　電池が黒字転換
韓国化学大手のLG化学が発表した2020年4～6月期の連結純利益は、前年同期比5倍の
4191億㌆（約370億円）だった。車載電池の需要増と歩留まり（良品率）の改善で電池事業が
黒字転換した。石油化学事業も原油価格の下落で仕入れｺｽﾄが下がり、増益を確保した。
・石油事業は営業利益は14%増えた。石油化学ﾒｰｶｰから車載電池企業転換を宣言し、電池
事業への投資を拡大している。

＊①唾液検査　進まぬ活用…開発相次ぐも医師ら慎重
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染の有無を唾液などから簡易に調べるPCR検査機器の開発が相次ぐな
か、検査の件数が伸びずにいる。精度に不安があるとして一部の感染症の専門家や医師が
利用に慎重なためだ。とはいえ世界のｺﾛﾅ対応は検査を増やし感染者を隔離していく流れ
がある。検査強化がすすまなければ感染拡大の防止もおぼつかない。

＊ﾜｸﾁﾝ争奪　世界が巨費…取り残される途上国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「米、1兆円超」「英、人口の4倍確保」
世界中で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が止まらない中、各国がﾜｸﾁﾝ必要量を確保する動きが
活発化している。大国が巨費を投じて供給量を抑える一方で、途上国はﾜｸﾁﾝ調達で出遅れ
が目立つ。早期の経済活動の正常化にﾜｸﾁﾝは欠かせないだけに、先進国と途上国の間で
調達格差が広がれば、今後深刻な対立につながる可能性もある。
・WHOはﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸという状況から、有効性の指標を一般的な8～9割から最低50%以上という
基準に緩和した。摂取した半分の人が効果がない。有効性が低いとｺﾛﾅの防御機能を持つ
「抗体」の獲得に時間がかかる。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝ財閥、勢力変動…大統領が敵視、ﾛﾍﾟｽ弱体化
　　　　　　　　　　　　　　　　　日本企業に影響も
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの大手財閥の政治ﾘｽｸが高まっている。ﾄﾞｩﾃﾙﾃ大統領が敵視する最大手の放送局
が免許更新を認められず、財閥8位で親会社のﾛﾍﾟｽ・HDは弱体化を余儀なくされそうだ（ﾛﾍﾟ
ｽ財閥は住友商事と合弁で工業団地を手掛け、東京ｶﾞｽとLNG基地の建設を計画する）。ﾄﾞｩ
ﾃﾙﾃ氏は2022年の
大統領選をにらみ自身の後継候補に有利となる財閥を選別している節がある。現地での日
本企業の経営戦略に影響を与える可能性がある。
・現在ﾌｲﾘﾋﾟﾝ財閥を牛耳るのは食品などを手掛けるｻﾝﾐｹﾞﾙや不動産を主力とするｱﾔﾗ、ｲﾝ
ﾌﾗ系のﾒﾄﾛ・ﾊﾟｼﾌｨｯｸなどの10ｸﾞﾙｰﾌﾟ超の大手財閥だ。濃淡はあれ、財閥は政治権力に近
づき、後押しを受けてきた。経済の新陳代謝は起きず、新興企業や外資企業が独力で入り
込む隙間は乏しい。

＊中国ﾊﾟｿｺﾝ工場閉鎖…ｻﾑｽﾝ、ﾍﾞﾄﾅﾑ移管検討
韓国ｻﾑｽﾝ電子が中国江蘇省にあるﾊﾟｿｺﾝ工場を閉鎖する。8月にも生産を終了し、一部施
設をﾊﾟｿｺﾝの研究開発拠点に転換する。人件費高騰など背景に中国でのﾊﾟｿｺﾝ生産から撤
退し、ﾍﾞﾄﾅﾑの既存工場への移管を検討する。運営してきたのは蘇州三星電子電脳。
・ｻﾑｽﾝは19年末までに中国に3か所あったｽﾏﾎの組み立て工場もすべてﾍﾞﾄﾅﾑの自社工場
や外部委託に切り替える。

＊②
・ﾄﾞｲﾂは地域や施設ごとでの部分封鎖を通じた感染防止策をとっている。米ﾆｭｰﾖｰｸ州は新
型ｺﾛﾅの検査基準の対象を州全体に拡大。希望者全員が無料で受けられるようにした。減
少傾向が続き、一部店舗を開く。
・日本商工会議所の三村明夫会頭は「感染動向を素早く把握する検査体制の拡充に加え、
新たな感染拡大に対応可能な医療提供体制が重要」。
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＊景況感　民間版も改善　中国、9年半ぶり高水準「7月52.8」
中国ﾒﾃﾞｨｱの財新と英調査会社IHSﾏｰｸｲｯﾄが3日発表した2020年7月の製造業購買担当者
景気指数（PMI)は前月より1.6㌽高い52.8に上昇した。11年1月以来、9年半ぶりの高水準だ。
雇用不安や景気対策の縮小など先行きには不透明感もある。
・２つのPMIの動きのずれは調査対象の企業の数にある。政府版が国有企業の数が3千社
を網羅する。民間版は500社にとどまる。しかし、9年半ぶりの高水準といっても雇用が弱い
がために力強さがない。

＊車販売6ヵ月ぶり増（7月）…印ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷ　本格回復は遠く
ｲﾝﾄﾞ自動車最大手、ﾏﾙﾁ･ｽｽﾞｷの7月の国内販売台数は6ヵ月ぶりに増加に転じた。同社を
含む大手5社の販売台数も前年同月の9割近い水準まで回復した。前年の7月はもともと販
売台数が少なかったことが多く、本格回復には時間がかかりそうだ。
・前年同月比1%増えた。小型車「ｱﾙﾄ」「ｴｽﾌﾟﾚｯｿ」やSUVなどが好調。4～5月はｲﾝﾄﾞ全土で
は販売がｽﾄｯﾌﾟ、6月も都市封鎖で販売できない、その反動が7月に起きたとみる。今後も不
透明。

＊中国ﾈｯﾄ統制　自縄自縛…TikTok米事業　売却交渉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家情報法施行「米中の分断加速」
中国ﾈｯﾄ大手が、世界で人気の動画投稿ｱﾌﾟﾘ「TikTok（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」の米国事業などの売却交
渉に追い込まれた。ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権による排除が原因だが、中国が個人情報取得などでﾈｯﾄ事
業者への統制を強めていることが跳ね返った形だ。米中の分断が加速するのは確実だ。
・中国は17年にﾈｯﾄ空間の統制を強めるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全法を施行した。第28条で「ﾈｯﾄ運営者
は公安機関や国家安全機関が行う国家安全を守る活動や捜査活動に協力しなければなら
ない」と定める。同年施行の国家情報法でも第7条で「いかなる組織および個人も国の情報
活動に協力しなければならない」と定める。共産党の命令は絶対的だ。
・「住所や電話番号、友人関係が共産党に提供される」（ﾎﾟﾝﾍﾟｵ国務長官）恐れがあると懸念
する。

＊製造強国の先兵　深圳が踊り場に…ｼﾌﾄ企業が台頭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ・米中摩擦で資金調達難
ものづくりの街として知られ、関連ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが集積する中国・広東省深圳が転換点を迎えて
いる。域内総生産（GDP)で香港を抜いた直後に、米中貿易摩擦や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる資金
調達難に直面したためだ。企業価値が10億㌦（約1060億円）を超えるﾕﾆｺｰﾝをみると、事態
打開に動くﾒｰｶｰに交じり、ｿﾌﾄ関連企業も台頭する。
・評価額が100億㌦に上がり、深圳ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの代表格でﾛﾎﾞｯﾄ製造の深圳市優必選科技
（UBﾃｯｸﾛﾎﾞﾃｨｸｽ）も、医療機関向けの検温ﾛﾎﾞを開発。ｶﾒﾗやｾﾝｻｰで皮膚の温度を瞬時に
測定し、1分間に200人を検温。
・近年はｿﾌﾄ関連企業も台頭する。15年設立のｱｲｶﾎﾞｰﾝXは、AIで個人の遺伝子情報を解析
する。辣媽幇も子育て関連のSNSが人気を集める。

＊中国の地方都市　隠れ債務問題が再燃…未完成の街SNSで論争
中国の地方都市の現場を撮影した動画が中国のSNS（交流ｻｲﾄ）で話題になっている。豪華
な宮殿風の建物など、複数の未完成の建築物は約20分にわたって映し出され、地方政府の
ずさんなｲﾝﾌﾗ建設で400億元（約6千億円）の借金を招いたとの主張が続く。ﾈｯﾄ上では地方
都市が抱える債務問題を巡る論争が再燃した。皮肉なことにSNSで拡散された動画によって
この独産県に未完の建築物を見ようと観光客が増し始めたという。
・地方債務問題の背景には、中国の税分配制度でもある。地方政府は税収入の大部分を中
央政府に納める為、公共ｲﾝﾌﾗを整備するには債券発行か、自ら設立した金融会社から借金
していた。
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＊日本車中国販売…7月、13ヵ月ぶり　4社ともﾌﾟﾗｽ
日本車の中国販売が復調している。大手4社が5日まで発表した中国での7月の新車販売台
数は、ﾎﾝﾀﾞが6ヵ月ぶりに前年実績を上回り、ﾄﾖﾀ、日産、ﾏﾂﾀﾞも4ヵ月連続でﾌﾟﾗｽになった。4
社そろって前年実績を超えたのは2019年6月以来13か月ぶり。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ問題で2～3月
の販売は落ち込んだが、回復が鮮明になっている。

＊中国で広がるﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ…国内電機、新潮流に商機
　　　　　　ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ「現地から毎日配信」、ｷｬﾉﾝ「ｶﾒﾗ新製品発表」
日本の電機各社が中国で生中継によるﾈｯﾄ通販「ﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ」に力を入れ始めた。ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ
は複数の現地工場にｽﾀｼﾞｵを設置して毎日配信し、ｷｬﾉﾝも新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍をきっかけに本
格化したﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽは今後、東南ｱｼﾞｱなどにも広がるとみて、対応を急ぐ。
・中国でﾉｳﾊｳを獲得出来れば、他国でも機動的に対応できると見る。

＊船員交代停滞、海運に打撃…今後の荷動き　影響も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長期乗船・高炉変更が負担
海運会社が船員の抗体に頭を悩ませている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が続き、各国の港
湾当局が外国船籍の大型貨物船の入港を制限しているためだ。ｱｼﾞｱではﾌｲﾘﾋﾟﾝ人に依存
する企業が多いが、同国が交代をﾏﾆﾗ港に制限して厳しい防疫体制を敷くため円滑に乗員
を入れ替え出来ない。航路の変更を強いられる企業もあり、影響が広がる懸念がある。
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ人船員は約25万人と世界の船員の2割強を占めており、国別では世界最大規模。ｱ
ｼﾞｱの海運大手は英語ができ、人件費も安いことからﾌｲﾘﾋﾟﾝ人に頼ることが多く、ﾏﾆﾗで交代
できるかどうか死活問題。

＊ﾄﾗﾝﾌﾟ氏、強権を乱発…中国企業の排除拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　「TikTokの米国事業『売却か禁止』」
ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は中国の北京字節跳動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）に対し、動画投稿ｻｰﾋﾞｽ「Tiktok
（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」の米国事業を9月15日までに売却するよう求めた。交渉が不成立なら利用を禁
止するとも表明した。売却益の一部を国庫に納めることも要求し、中国勢の排除へ強権を乱
発している。
⦿米国事業の停止・売却を命じられた主な中国企業
　①ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ「動画投稿ｱﾌﾟﾘ、『Tiktok』事業」＝9月15日まで
　②ﾌｧｰｳｪｲ「米通信ｲﾝﾌﾗから排除」＝6月、通信機器調達を禁じる規制
　③ﾁｬｲﾅﾃﾚｺﾑ「米国での通信事業免許、取消」＝4月、FCCが表明
　④北京中長石基信息技術「ﾎﾃﾙ向き情報ｻｰﾋﾞｽ」＝3月、売却命令
　⑤北京崑路崙万維科技「出会い系ｱﾌﾟﾘ」＝2019年3月、売却命令

＊ﾀﾞｲｷﾝ　140億円上振れ…今期最終　家庭用ｴｱｺﾝけん引
ﾀﾞｲｷﾝ工業は4日、2021年3月期の連結純利益が前期比33%減の1140億円になりそうだと発
表。従来予想（41%減）から140億円上方修正し、減益幅が縮小する。ｴｱｺﾝは新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ
感染拡大の影響で業務用は苦戦する一方、在宅勤務や巣ごもり消費で家庭用の需要が世
界的に好調で、全体として回復に向かう。ｵﾝﾗｲﾝ販促や新製品の投入でさらなる収益向上を
目指す。
⦿主要な空調事業の売上高増減率(7月以降はﾀﾞｲｷﾝ予想、対前年同期）
　日本　4~6月▴12　7~9月▴8　 10~12月▴1　21年1~3月▴1
　中国　　　　　▴19　　　　 ▴11　　　     ﾌﾟﾗｽ 　　　　　　ﾌﾟﾗｽ
　欧州　　　　　▴26　　　　 ▴21             ▴19               ▴16
　ｱｼﾞｱ　　　　　▴50　　　 　▴30             ▴20　　　　　　　▴20
　米国　　　　　▴16　　　　　▴17　　　　　　▴6　　　　　　　  ▴6



2020/8/7 経済

2020/8/8 企業S  

2020/8/8 経済

2020/8/13 社会

2020/8/13 東南ｱｼﾞｱ

＊中国企業　強まる影響力…ｱﾌﾟﾘやｸﾗｳﾄﾞ　米、排除加速へ指針
⦿米は5分野で中国企業排除（＝米の排除等、「」は中国企業の存在感）
・ｱﾌﾟﾘｽﾄｱ＝米国のｱﾌﾟﾘｽﾄｱから中国製ｱﾌﾟﾘを排除「『TikTok』は6月のﾀﾞｳ
　　　　　　　　　　　ﾝﾛｰﾄﾞ数が世界1位（ｹﾞｰﾑｱﾌﾟﾘ除く、米ｾﾝｻｰﾀﾜｰ調べ）」
・ｽﾏﾎのｱﾌﾟﾘ＝米国製ｱﾌﾟﾘの中国製ｽﾏﾎへの事前ｲﾝｽﾄｰﾙ禁止「ﾌｧｰｳｪｲ
　　　　　　　　　　　の4~6月期のｽﾏﾎ出荷台数ｼｪｱは世界首位」
・ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ＝ｱﾘﾊﾞﾊﾞなど中国企業を排除「ｱﾘﾊﾞﾊﾞは19年の世界ｼｪｱが
　　　　　　　　　　　4.9%で4位
・海底ｹｰﾌﾞﾙ＝中国による謀報目的の海底ｹｰﾌﾞﾙ利用を禁止「16~20年完
　　　　　　　　　　　成分で中国通信3社出資のｹｰﾌﾞﾙ距離は世界の1/3」
・通信ｷｬﾘｱ＝米通信網から中国の通信事業者を排除「中国通信3社の
　　　　　　　　　　　携帯電話契約件数は16億件超（19年末時点）

＊機密情報共有、英が秋波…日本、保秘強化が不可欠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国警戒「ﾌｧｲﾌﾞ・ｱｲｽﾞ」協力探る
英国から日本に機密情報の共有拡大を働きかける動きが出てきた。英国側が秋波を送るの
は香港問題や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽへの対応を巡り中国への警戒感を強めているためだ。英国は
欧州連合（EU)から離脱したばかりで、ﾄﾞｲﾂやﾌﾗﾝｽとは別の連携相手を探す思惑がある。米
国も民主主義国と中国包囲網をつくる方針を出しており、日本とﾌｧｲﾌﾞ・ｱｲｽﾞの協力は時宜
にかなう。
・「民間も対象に情報保護の環境を整えなければ信頼されない」と経済安全保障に詳しい井
形彬・多摩大院客員教授。情報収集体制の拡充も必要になる。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ、EU制裁に対抗…中国の存在感一段と
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱは中国と自由貿易協定（FTA)を締結する。わずか半年のｽﾋﾟｰﾄﾞ協議で合意した。12
日に発動したEUの経済制裁に対抗する。ｶﾝﾎﾞｼﾞｱの親中色が一段と強まるのは必至で、中
国の東南ｱｼﾞｱ囲い込みにも拍車がかかりそうだ。EUはｶﾝﾎﾞｼﾞｱ政権の野党弾圧に対して制
裁した。
⦿欧米と摩擦のある新興・途上国と中国の対応（＝中国の対応）
　・ｲﾗﾝ（核開発）＝ｲﾝﾌﾗ投資の代わりに石油を得る長期契約協議
　・ﾐｬﾝﾏｰ（少数民族迫害）＝ｲﾝﾌﾗ、資源開発へ巨額投資
　・ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ（野党弾圧）＝米国が否定するﾏﾄﾞｩﾛ政権を全面支援　
　・ｼﾞﾝﾊﾞﾌﾞｴ（白人の農地を黒人に配分）＝石炭火力発電事業を支援
　　　（注）ｶｯｺ内は摩擦の主な理由

＊住商、赤字最大1500億円…今期最終　資源など2500億円損失
住友商事は7日、2021年3月期の連結損益が過去最大の1500億円の赤字（前期は1713億円
の黒字）になる見込み。
・ｱﾌﾘｶ・ﾆｯｹﾙ鉱山での減損損失など合計2500億円の一過性損失を計上する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽの感染拡大で、自動車関連や鋼材など幅広い事業で損益が悪化する。株価は1238円まで
下落した。規模が一番大きいとみられるのはﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ「ｱﾝﾊﾞﾄﾋﾞｰ」。その他、北
米の鋼管事業、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの自動車金融事業、欧米の青果事業など。

＊中国、科学論文数で首位…研究開発でも米と攻防
自然科学分野の論文数で中国が米国を抜いて1位になったとする報告書を、文部科学省の
研究所が7日公表した。中国は研究開発費でも米国を猛追。研究者数は最多で、米国留学
などで育成を進めた。貿易や安全保障の分野で対立が目立つ米中間の攻防は、軍事や企
業活動の根幹をなす化学技術の分野も含めて激しくなっている。
・科学論文の数は国の研究開発の活発さを測る最も基本的な指標だ。中国の17年（16～18
年の平均）論文数は30万5927本。米国の28万1487本を上回り1位となった。3位はﾄﾞｲﾂで6万
7041本。日本は6万4874本で前年と同じ4位。日本は退潮傾向だ、20年前は2位だった。
・米中の得意分野が分かれる。中国は材料科学、科学、工学、計算機・数学で高いｼｪｱを誇
る。米国は臨床医学、基礎生命科学が高い。
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2020/8/13 南ｱｼﾞｱ
（含ｲﾝﾄﾞ）

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売持ち直し　7月4%減
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)がまとめた7月の乗用車の新車販売台数は18万2千台と、前年同
月に比べ4%減った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ拡大の影響で3～6月に大きく減少したが、7月は前年の9
割強の水準に戻った。
・ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷは1%増、韓国・現代自動車は2%減、上海汽車集団傘下の英系MGﾓｰﾀｰは40%
増、仏ﾙﾉｰが75%増、ﾄﾖﾀやﾎﾝﾀﾞは50%減。
・販売は回復傾向にあるが景気の悪化などの課題があり、先は不透明。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ経済圏に影…ｹﾞｰﾑ・音楽に拡大懸念「対話ｱﾌﾟﾘ　米で禁止」
中国のﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手、ﾃﾝｾﾝﾄの拡大戦略に不透明さが増している。米国で対話ｱﾌﾟﾘ「微信
（ｳｨｰﾁｬｯﾄ）」関連の取引が禁止される見通しとなったほか、ｹﾞｰﾑなど他の事業に対象が広
がる懸念もあるためだ。「ﾃﾝｾﾝﾄ経済圏」が封じ込められれば、取引のある企業にも影響が
出る。
⦿ﾃﾝｾﾝﾄの事業と海外進出の状況（「事業名、売上比率」＝海外状況）
　・「ｹﾞｰﾑ　30%」
　　＝米ﾗｲｱｯﾄｹﾞｰﾑｽﾞや米ｴﾋﾞｯｸｹﾞｰﾑｽﾞへ出資。作品配信。
　・「ﾌｲﾝﾃｯｸ・企業向け　27%」
　　＝主に中国人向けｽﾏﾎ決済を拡大中。欧州や南米のﾌｲﾝﾃｯｸ企業に出資
　・「SNS（音楽や動画配信）　23%」
　　＝米ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ・ﾐｭｰｼﾞｯｸ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなどに出資。東南ｱｼﾞｱで動画事業強化
　・「ﾈｯﾄ広告　18%」
　　＝大半は中国内に留まるもよう。ｱﾌﾟﾘの外人拡大

＊中国、ﾊｲﾃｸで存在感…19年世界市場調査「中国ｼｪｱ首位12品目」
中国企業が旺盛な内需をﾃｺに、世界のﾊｲﾃｸ市場で一段と存在感を高めている。中国は電
子部材など前年より2品目多い12品目でﾄｯﾌﾟｼｪｱを獲得した。日本を逆転し、国・地域別で2
位になった。
・中国の主な首位の品目・・携帯通信基地局（華為技術34.3%）、
　　　　　　　　ﾊﾟｿｺﾝ（ﾚﾉﾎﾞｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ24.2%）、監視ｶﾒﾗ（ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ30.1%）

＊日本勢、成長の波乗れず…世界ｼｪｱ調査
日経新聞社が実施した2019年の主要商品・ｻｰﾋﾞｽｼｪｱ調査では74品目中8品目で首位が交
代した。そのうち日本勢は4品目でﾄｯﾌﾟの座を譲った。日本企業が首位だったのは7品目で、
韓国と同数の3位に後退。画像ｾﾝｻｰなどを除くと縮小傾向の市場が目立ち、成長分野にお
ける存在感が一段と薄くなっている。背景には中国勢の躍進があった。
・中小型液晶ﾊﾟﾈﾙでは18年まで4年連続首位だったｼﾞｬﾊﾟﾝﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ（JDI）が中国の京東方
科科技集団（BOE)に抜かれる。有機ELﾊﾟﾈﾙが採用。ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の主要部材である絶縁
体では18年に首位だった旭化成は中国・上海ｴﾅｼﾞｰに抜かれて2位に。東レも3位から4位に
後退。
・日本勢がﾄｯﾌﾟｼｪｱを拡大し、底力を見せたのが、CMOSｾﾝｻｰなどの分野（光を電気信号に
変えて映像化する）ではｿﾆｰが市場の過半握る。自動2輪はﾎﾝﾀﾞが全体の1/3以上のｼｪｱを
確保。ﾔﾏﾊも3位を堅持。
・日本の首位7品目のうち5品目（携帯用ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池、ﾏｲｺﾝ、自動2輪、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、A3ﾚｰ
ｻﾞｰ複写機・複合機）の市場は19年はﾏｲﾅｽ成長。

＊中国卸物価7月2.4%下落
中国国家統計局が10日発表した2020年7月の卸売物価指数（PPI)は前年同月比2.4%下落し
た。6ヵ月連続で前年の水準を下回った。最近の原油価格の上昇で下落幅は6月（3.0%）より
縮まったが、企業間で取引する製品には物価下押し圧力が残る。
・業種別にみると、素材・中間財では石炭や化学繊維が卸売物価を下押しした。自動車が
0.4%、ﾊﾟｿｺﾝや通信機器が0.8%下落。
・上昇幅は6月からやや拡大。豚肉が85.7%上昇、食品価格の上昇でほぼCPI全体の上昇を
説明できる。食品以外では医療保険が押し上げた。
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2020/8/15 経済

＊ｱｯﾌﾟﾙ変化　鴻海に試練…中台ﾗｲﾊﾞﾙが包囲網「受注環境激変」
台湾の鴻海精密工業からかっての勢いが消えた。米ｱｯﾌﾟﾙなど顧客の業績は好調だが、鴻
海の収益力は年々下がり、中国の新興勢や台湾のﾗｲﾊﾞﾙが包囲網を築いて受注を奪い取
ろうとしている。ｶﾘｽﾏ創業者の郭台銘（ﾃﾘｰ･ｺﾞｳ）氏の退任から1年。新ﾄｯﾌﾟの劉揚偉・董事
長には難題が山積。
・鴻海のﾗｲﾊﾞﾙ、和碩聯合科技（ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ）と偉創資通（ｳｨｽﾄﾛﾝ）という台湾大手が、相次いで
中国新興EMSの立訊精密工業（ﾗｯｸｽｼｪｱ）と資本提携した。この新・中台3社連合があること
で、鴻海の中国での絶対的優位が崩れることになる。

＊中国新幹線、総延長2倍に…投資額70兆円か「経済対策を優先」
国有企業の中国国家鉄路集団は13日、同社が独占運営する中国版新幹線「高速鉄道」の
総延長距離を2035年に約7万㎞へ伸ばすと発表した。19年末の2倍だ。総投資額は少なくと
も4兆5500億元（約70兆円）に達する見通し。経済対策を優先すれば、中国政府の財政を圧
迫しかねない。35年までに人口50万人以上の都市の全てに高速鉄道を通す計画だ。
・鉄路集団の総資産は19年末で8兆3千億元だが、そのうち負債が5兆4千億元を占める。同
年の中国のGDPの5.5%にあたる。負債膨張は避けられない。将来、返済が滞る場合は、政
府の財政を損ないかねない。

＊中国　鈍い雇用、もどらぬ消費…食品高・洪水も重荷
　　　　　　　　　　　　「7月・小売1.1%減」　工業生産、伸び率横ばい
中国の消費回復の足取りが鈍い。7月の小売売上高は前年同月比1.1%減と、なおﾏｲﾅｽが続
いた。工業生産は一定の水準を取り戻したが、新規雇用が一向に増加に転じないためだ。
長江流域での洪水被害や豚肉などの食品価格の上昇も影を落とす。企業部門の回復が家
計部門にも行き渡るには時間がかかりそうだ。
⦿地域別・品目別に見た小売売上高（前年同月比%）
　■農村部は洪水の影響も
　　　　　都市部＝6月▴2.0、7月▴1.1　　　農村部＝6月▴1.2、7月▴1.3
　■飲食業は持ち直し途上　　飲食業＝6月▴15.2、7月▴11.0
　■6月のネット販売ｾｰﾙの反動

　　　衣服類＝6月🔼0.1、7月▴2.5　　化粧品＝6月20.5、7月9.2

　　　家電や音響機材＝6月9.8、7月▴2.2
　■補助金が販売追い上げ　　自動車＝6月▴8.2、7月12.3

＊ﾚﾉﾎﾞｰ純利益31%増…4～6月　在宅需要でPC好調
ﾊﾟｿｺﾝ世界大手のﾚﾉﾎﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが13日発表した2020年4～6月期の決算は、純利益が前年同
期比31%増の2億1300万㌦（約230億円）だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの世界的な感染拡大で在宅
勤務や在宅学習が広がったことから、主力のﾊﾟｿｺﾝ事業が好調だった。
・ﾊﾟｿｺﾝを中心としたｽﾏｰﾄ設備事業の売上高は5%増の117億㌦で4～6月期として過去最高
を更新。ﾊﾟｿｺﾝは10%増の106億㌦だった。ﾊﾟｿｺﾝの世界ｼｪｱの1位は米HPに譲ったが、出荷
台数は7%増だった。

＊中国ﾊｲﾃｸに圧力強化…5社製品扱う企業　米、取引排除発動
米政府が中国ﾊｲﾃｸ企業への圧力を一段と強めている。13日、華為企業（ﾌｧｰｳｪｲ）など中国
5社の製品を使う企業と米政府機関の取引を禁じる規制を施行した。規制による中国企業へ
の影響が今後広がるもよう。
・13日施行の第2弾は中国5社の製品を使う企業からの政府調達も禁じる。日本企業も対象
となる。5社の製品は民間企業向けでは米国内である程度浸透している。米国内の民間企
業で使われているﾌｧｰｳｪｲの通信機器は7月6万7千台。ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝも監視ｶﾒﾗが6万4千台。
ﾀﾞｰﾌｧも3千台、ZTEは4千台だ。
・5社はﾌｧｰｳｪｲ、中興通訊（ZTE）、広州海康威視数学技術(ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ）と浙江大華技術（ﾀﾞｰ
ﾌｧ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）、無線通信の海能達通信（ﾊｲﾃﾗ）



2020/8/15 経済
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＊米国、逆風TikTok　ﾕｰｻﾞｰを狙え…投稿ｱﾌﾟﾘ、大手も新興も攻勢
中国発の動画投稿ｱﾌﾟﾘ「TikTok」の先行きが混沌とするなか、競合各社が類似ｻｰﾋﾞｽをはじ
め、新興ｱﾌﾟﾘの利用も急増中だ。ﾃｨｯｸﾄｯｸの利用者は心変わりしやすい若者が中心。米国
事業の売却期限とされる9月半ばまでに勢力図が変わる可能性もある。
⦿主な新興競合ｱﾌﾟﾘ
・Reels（ﾘｰﾙ）＝「ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ」の新機能として8月5日に開始。最大15秒の動画を投稿してい
る。
・Triller（ﾄﾘﾗｰ）＝15年に音楽付き動画を作成できるｱﾌﾟﾘとして開始。6月時点で5万人が利
用。
・Byte(ﾊﾞｲﾄ）＝6秒動画ｱﾌﾟﾘとして知られた「Vine（ﾊﾞｲﾝ）」の創業者が開発。20年1月にｻｰﾋﾞ
ｽ開始

＊中国「輸入冷食にｺﾛﾅ」…規制強化　ﾌﾞﾗｼﾞﾙなど反発
中国政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ検出を理由に、ｴﾋﾞや鶏肉など冷凍食品に対する輸入規制を強
化している。中国は「食品の包装に付着することで新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽが流入している」と主張す
る。ﾌﾞﾗｼﾞﾙは「証拠なし」と強く反発しており、新たな通商摩擦となりかねない。
・輸入冷凍食品の包装から検出したｺﾛﾅｳｲﾙｽは少なくとも約10件。WHOは「感染する証拠
はない」と発表している。

＊①企業の弱点を奇襲「大量ｽｷｬﾝ実行」…ｵﾗﾝﾀﾞを経由
日本を狙うｻｲﾊﾞｰ攻撃の発信源としてｵﾗﾝﾀﾞが急浮上している。2020年2月に届いた攻撃関
連通信の4割を占め、中国やﾛｼｱなどを上回った。背景にあるのはｻｲﾊﾞｰ攻撃の分業化だ。
企業の弱点を探る「ｽｷｬﾝ」行為の踏み台になり、攻撃が増加する一因となっている。情報通
信研究機構（NICT）の久保正樹上席研究員は思わず目を疑った。ｵﾗﾝﾀﾞからのｻｲﾊﾞｰ攻撃
関連通信が急増し、観測史上初めて首位に立った。
・存在薄れる中国・・17年ごろまでは中国やﾛｼｱが上位の常連だった。ﾏﾙｳｴｱを無差別にば
らまき、感染した企業や行政機関に侵入し、攻撃。今増えているのが起業を執拗に狙う「標
的型攻撃」、ｵﾗﾝﾀﾞが急浮上したのはこれだ。このため、中国などの存在感は低下した。

＊中国ﾜｸﾁﾝ 国主導で台頭…5候補治験最終段階「外交利用の思惑」
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝ開発で中国の存在感が高まっている。9つのﾜｸﾁﾝを製品候補の臨床
試験を進めており、うち5つが最終段階の「第三相」に入った。背景にあるのが国家主導によ
る感染症ｳｲﾙｽ研究の蓄積だ。世界でﾜｸﾁﾝの争奪戦が激しくなる中、安全性開示や領土問
題を絡めたﾜｸﾁﾝ外交への懸念も出ている。
・中国が強みをもつのが不活性化ﾜｸﾁﾝ。5ｸﾞﾙｰﾌﾟのうち4ｸﾞﾙｰﾌﾟが中国勢。不活性ﾜｸﾁﾝは
昔からあり、有効性や安全性が一定程度証明されてる。ただ、鶏卵や動物細胞をなどを使う
ため人手がかかり効率が悪い。欧米は手を引いたが、人海戦術で深堀してきた。情報や実
力は不透明。

＊ﾌｨﾘﾋﾟﾝのｼｪﾙ系　製油所を閉鎖　輸入基地に転換…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅでｶﾞｿﾘﾝ需要減
英蘭ﾛｲﾔﾙ・ﾀﾞｯﾁ・ｼｪﾙ系でﾌｨﾘﾋﾟﾝの石油会社、ﾋﾟﾘﾋﾟﾅｽ・ｼｪﾙ・ﾍﾟﾄﾛﾘｱﾑは、製油所を閉鎖す
ると発表した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）でｶﾞｿﾘﾝなどの需要が落ち込み、5
月から操業を止めていた。今後は輸入基地に転換し、石油製品の供給を続ける。
・閉鎖するのは、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ北部ﾊﾞﾀﾞﾝｶﾞｽ州に持つ製油所。11万ﾊﾞｰﾚﾙの精油能力を持つ。今後
全量を輸入する。ｾｻﾙ・ﾛﾒﾛ社長は「新型ｺﾛﾅで需給ﾊﾞﾗﾝｽが崩れ、製油所の運営はもはや
採算に合わない」と述べる。

＊百度、動画の「虎の子」で葛藤・・・我慢の育成どこまで
　　　　　　　　　　　「ﾃﾝｾﾝﾄが出資打診」　「米SECが財務記録調査」
中国検索最大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）が傘下の動画配信会社「愛奇芸（IQIYI）」の経営問題に揺
れている。赤字続きながら新たな成長ｴﾝｼﾞﾝと期待するが、米証券取引委員会（SEC)の調査
が入ったことが発覚。騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）による出資打診も受けており、百度は難しい判断を
迫られている。
・事業の広がりの遅れ・・社名の頭文字からﾈｯﾄ3強として「BAT」と呼ばれるが、今や時価総
額は2社の1/10以下に沈む。愛奇芸は10年に立ち上げ「中国のﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽ」とも称される。若
年層向けに利用者を伸ばし、有料会員数は1億人を突破。
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＊②「標的型攻撃」を成功させるには3つの段階を踏む
・第１段階は「ｽｷｬﾝ」。企業ｼｽﾃﾑなどが使う機器やﾊﾟｽﾜｰﾄﾞの管理状況をｲﾝﾀｰﾈｯﾄ経由で
調査。特定の信号の応答を分析すれば、ｾｷｭﾘﾃｨの弱点が把握できる。
・ｽｷｬﾝした情報を闇市場で「売買」されることが第2段階だ。ﾋﾞﾃﾞｵ会議ｿﾌﾄ「Zoom（ｽﾞｰﾑ）」の
虚弱性情報なら、数千万円で取引されることもある。
・入手した弱点情報を活用し、犯罪集団は第3段階の攻撃に移る。
〇企業側の対応も甘い。54%の企業が攻撃に模したｽｷｬﾝ行為を見逃す。兆候を素早く察し
て備えを固めることが、分業が進むｻｲﾊﾞｰ攻撃から身を守る上で重要になる。

＊米、ﾃｯｸ経済圏から遮断…ﾌｧｰｳｪｲ禁輸　包囲網強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年1兆円取引　日本企業にも余波
米政府は17日、中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）への包囲網をさらに強める為、米国の技術がか
らんだ半導体の同社への供給を事実上、全面禁止した。ｽﾏﾎなどの生産に支障がでる可能
性がある。ﾌｧｰｳｪｲは日本企業だけでも年1兆円の部品取引があり、影響は広範に及びそう
だ。
⦿日本企業からの調達も多い（＝主なｻﾌﾟﾗｲﾔｰ）
・演算半導体＝TSMC（台）、SMIC（中）　注：設計はﾊｲｼﾘｺﾝ（華為子会社）
・ﾒﾓﾘｰ半導体＝ｷｵｸｼｱ（旧東芝ﾒﾓﾘｰ）、ｻﾑｽﾝ電子(韓）、SKﾊｲﾆｯｸｽ（韓）
・有機ELﾊﾟﾈﾙ＝ｻﾑｽﾝ電子（韓）、BOE（中）
・画像ｾﾝｻｰ＝ｿﾆｰ
・電子部品など＝村田製作所、TDK、太陽誘電
〇日本、台湾、韓国から調達した量を中国ﾒｰｶｰでまかなえるか不透明。

＊進取100年　拡散医薬に結実…日本新薬、国内で販売先行
日本新薬は8月中にも、次世代治療薬として期待される「核酸医薬」を米国で発売する。国内
製薬会社では初の試みだ。筋肉の難病の治療薬で、すでに発売している国内以上の患者
数が想定される。いち早く開発に成功したのは、大手が及び腰になりがちな新技術にも挑戦
する進取の社風がある。長い目で投資を続けてきた老舗企業の成果が実りつつある。
・京都の金融関係者の間で日本新薬の株価動向が話題。20年初めに上場来高値を更新し、
１万円台になった。株価10倍超の「ﾃﾝﾊﾞｶﾞｰ」だ。

＊ﾀｲ経済低迷「4～6月　GDP12%減」…政権批判に拍車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　続くﾃﾞﾓさらに下振れも
ﾀｲの首都ﾊﾞﾝｺｸで16日、2014年の軍事ｸｰﾃﾞﾀｰ以来で最大規模の反政府集会が開かれた。
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響で20年4～6月期の実質国内総生産（GDP)は前年同期比12.2%減だっ
た。国民生活は疲弊しており、強権姿勢を続ける政権への反発が強まっている。
・ﾌﾟﾗﾕｯﾄ首相が新型ｺﾛﾅ対策を名目に強権を維持し、経済問題を解決出来ていないという不
満が多い。「行政が無能で経済がひどい」と言う。

＊ﾐｬﾝﾏｰでｽﾏﾎ融資…ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、ﾖﾏに提供「決済ﾃﾞｰﾀで信用力判断」
ﾐｬﾝﾏｰの大手財閥ﾖﾏ・ｸﾞﾙｰﾌﾟは、ｽﾏﾎを使った決済実績などから信用ｽｺｱを算出して融資へ
の活用を始める。中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団系から出資を受け、ﾉｳﾊｳを導入する。銀行口座を持たな
い人が大半を占めるﾐｬﾝﾏｰで、ｷｬｯｼｭﾚｽ経済が芽吹きつつある。

＊「ﾓﾊﾞｲﾙﾏﾈｰ」急拡大…銀行芙蓉、東南ｱｼﾞｱで
携帯通信事業者の団体GSMA（本部・英ﾛﾝﾄﾞﾝ）によると、銀行口座などが不要で携帯電話を
使い入出金出来る「ﾓﾊﾞｲﾙﾏﾈｰ」の口座数は2019年に世界で10億件を突破した。5年前の3
倍だ。まずｱﾌﾘｶで普及し、東南ｱｼﾞｱで急拡大している。19年の東南ｱｼﾞｱの口座数は1億
5800万件（前年比24%増）、取引額は790億㌦（約8兆４千億円、42%増）。伸率は世界一

＊BHP、中国頼みの危うさ…鉄鉱石販売8割を占める
　　　　　　　　　　　　　　　　　　豪州離れの動き徐々に
豪英資源大手、BHPｸﾞﾙｰﾌﾟの中国頼みが鮮明となっている。18日に発表した2020年6月期
決算では鉄鉱石部門が増収増益を達成し、生産量が過去最高となる原動力となった。豪中
関係は鉄鉱石では相互依存するも外交では対立する。中国がｱﾌﾘｶ（ｷﾞﾆｱ）での権益確保に
動きを見せる中、BHPは新たな戦略が求められている。
・豪州の鉄鉱石輸出の84%が中国、中国の輸入鉄鉱石は62%が豪州からだ
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＊三峡ﾀﾞﾑ水位過去最高へ…長江流域の洪水被害拡大
世界最大級の三峡ﾀﾞﾑが2006年に完成してから最大規模の洪水が起きている。四川省など
で続いた大雨で重慶市中心部の一部道路などが沈没し、長江を使った物流は一時停止に
追い込まれた。重慶市から見て三峡ﾀﾞﾑの水位は過去最高を更新する見通しで、当局は警
戒を強める。
・すでに一部の観測地点で警戒水位を大幅に上回り、１981年の洪水に匹敵する規模となっ
た。

＊台湾企業のiPhone部品工場、中国勢に売却
iPhone部品生産で台湾の有力企業である可成科技（ｷｬｯﾁｬｰ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）は18日、同業で中
国企業の藍思科技（ﾚﾝｽﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）に中国工場の一部を売却する。江蘇省泰州市にある
iPhone本体の金属ｹｰｽを生産する工場で、14億2700万㌦（約1500億円)で売却する。
・ｱｯﾌﾟﾙは台湾から中国勢にﾋﾞｼﾞﾈｽを渡すことで、調達ｺｽﾄを下げる狙いがある。同社は「ｱｯ
ﾌﾟﾙの戦略が変わったことや価格競争の激化」という
・7月には緯創資通（ｳｨｽﾄﾛﾝ）が中国新興EMSの立訊精密工業（ﾗｯｸｽｼｪｱ）にiPhone生産の
一部の中国工場を、約500億円で売却。
〇今後もiPhoneの生産を巡り、ｻﾌﾟﾗｲﾔｰの再編が続きそうだ。

＊医薬ﾈｯﾄ通販を買収…印ﾘﾗｲｱﾝｽ、87億円で
ｲﾝﾄﾞ大手財閥ﾘﾗｲｱﾝｽ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ（RIL)は医薬品のﾈｯﾄ販売を手掛けるﾋﾞﾀﾘｯｸ・ﾍﾙｽを約62
億ﾙﾋﾞｰ（約87億円）で買収したと発表した。RILは食料品を中心としたﾈｯﾄ通販に力を入れて
いるが、医薬も取り込み、生活必需品の種類を増やす。栄養補助食品や妊婦・幼児向け製
品をも扱う。
・ﾋﾞﾀﾘｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟは薬の通販ｻｲﾄ「ﾈｯﾄﾒｯｽﾞ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ」を展開する。風邪薬からﾏﾗﾘｱまで2万5
千以上の医薬品を揃える。20年3月期は売上高は22億ﾙﾋﾞｰ、18億ﾙﾋﾞｰの赤字だった。

＊ｱﾔﾗ（ﾌｲﾘﾋﾟﾝ財閥大手）、REITに商機…海外資金で不動産開発
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの大手財閥ｱﾔﾗが不動産開発を加速する。このほど同国で第1号となる不動産投資
信託（REIT）を上場させた。海外ﾏﾈｰも活用しながら、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響が広がるなかで
も成長を続ける業務受託ﾋﾞｼﾞﾈｽ向けの需要に商機を見出す。REIT市場の発足で、資金調達
手段が多様化し、新興勢力などとの競争が激しくなりそうだ。

＊豪産牛肉、一転8%安…中国、調達先をﾌﾞﾗｼﾞﾙに
高値が続いていた豪州産牛肉が値下がりした。牛丼や焼き肉などに使われる牛ﾊﾞﾗ肉の国
内卸値は7月と比べて8%ほど安い豪州産牛肉を大量に買っていた中国が調達先をﾌﾞﾗｼﾞﾙに
ｼﾌﾄしている。豪中関係の悪化が背景にある。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で世界的に外食需
要が低迷していることも相場を下押しする要因となっている。
・豪州産牛肉が安くなったが日本勢が輸入を増やしていない。商社の担当者は「穀物肥育で
適度に脂肪のある米国産の方が人気がある」。

＊ﾀｲに車組み立て工場…北京汽車系・地元財閥CP　建設を検討
中国の北京汽車傘下で商用車大手の北汽福田汽車とﾀｲ最大財閥のﾁｬﾛﾝ・ﾎﾟｶﾊﾟﾝ（CP)ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟは、ﾀｲで自動車の組み立て工場建設を検討すると明らかにした。東南ｱｼﾞｱの周辺国へ
の輸出拠点とする狙いだ。このほど合弁会社「CPﾌｫﾄﾝ」を通じて販売する初のﾄﾗｯｸやﾊﾞｽの
新ﾓﾃﾞﾙを公開した。「日本車より10～15%安い」水準に抑える。ﾀｲ3位が目標。

＊武田、医療用薬特化へ改革…大衆薬　米ﾌｧﾝﾄﾞに売却
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新薬開発　危機感強く
武田薬品工業が一般用医薬品（大衆薬）事業を米投資ﾌｧﾝﾄﾞのﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟに売却す
る。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる事業価値の低下懸念が決断を後押しした。巨額買収を重ねて負債
が膨らむ中、今後全力を注ぐ医療用医薬品では有望な大型新薬候補も潤沢でない。事業や
人員、資産も含めた聖域なき改革を急ぐ。
・米ﾌｧｲｻﾞｰやｽｲｽのﾛｼｭ、ﾉﾊﾞﾙﾃｨｽなどの海外大手は大衆薬を中核から外し、収益性の高
い医療用医薬品に注力している。武田のOBからの反対もあった。
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＊米、APECﾙｰﾙ見直し提案…ﾃﾞｰﾀ流通　中国除外を狙う
米国がｱｼﾞｱ太平洋経済協力会議（APEC)の個人ﾃﾞｰﾀのﾙｰﾙについて加盟各国に見直しを
提案していることが分かった。ﾙｰﾙをAPECの枠組みから独立させ、特異な規制でﾃﾞｰﾀを吸
い上げる中国の除外を狙うとみられる。ﾈｯﾄを巡る世界の分断が加速する可能性がある。
・米国は今のﾀｲﾐﾝｸﾞでCBPR（米、日、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなど9ヵ国・地域）を「APEC」から独立させる。
中国の枠組みから切り離し、国の競争力を左右するﾃﾞｰﾀを中国に吸い取られる事態を避け
る。

＊ｲﾝﾄﾞのｸﾘｹｯﾄﾘｰｸﾞ　中国企業、ｽﾎﾟﾝｻｰ撤退「反中感情で契約切る」
ｲﾝﾄﾞの人気ｽﾎﾟｰﾂ、ｸﾘｹｯﾄのﾌﾟﾛﾘｰｸﾞの今ｼｰｽﾞﾝ開幕を前に、ｽﾎﾟﾝｻｰだった中国のｽﾏﾎ大手
vivo（ﾋﾞﾎﾞ）が契約解除に追い込まれた。ｲﾝﾄﾞ北部の国境係争地での軍事衝突を機に高まる
ｲﾝﾄﾞ国内の反中感情が背景にある。今ｼｰｽﾞﾝのｽﾎﾟﾝｻｰはｲﾝﾄﾞのｽﾎﾟｰﾂｹﾞｰﾑ大手、ﾄﾞﾘｰﾑ11
が獲得。

＊伸びるｱﾘﾊﾞﾊﾞ　新興勢が脅威に…独断場に異変
　　　　　　　　　「美団・出前でﾄｯﾌﾟ走る」「拼多多・通販利用者4割増」
中国ﾈｯﾄ通販最大手のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が新興企業の追い上げに直面している。業績は拡大を
続けているものの、ﾈｯﾄ通販の拼多多（ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ）の利用者は1年で4割増えてｱﾘﾊﾞﾊﾞの9
割弱の水準まで迫る。巨大企業ゆえの課題も出始めており、中期的な成長に響きかねな
い。
・張CEOは20日のｵﾝﾗｲﾝ会見では「米国でのﾋﾞｼﾞﾈｽへの影響を中止している。今後の対策
についても社内で議論している」と述べる。

＊ｱｯﾌﾟﾙ、時価総額2兆㌦…IT好調　米株二極化「車・航空低迷続く」
米ｱｯﾌﾟﾙの時価総額が19日、米国企業で初めて2兆㌦を突破した。ｱｯﾌﾟﾙやｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ
といった巨大IT企業には、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下でも成長ができるとしてﾏﾈｰが集中している。米
国株全体は新型ｺﾛﾅ前と同水準になっているが、株価の二極化も進んでいる。

＊中国医薬、新興国に照準…国策でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ展開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「一帯一路」活用、南米も視野に
国有医薬の中国医薬集団（ｼﾉﾌｧｰﾑ、北京市）が新興国開拓の意欲を見せている。広域経
済圏構想「一帯一路」の関係国向けに製品供給を狙い、開発中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝでは
中東や南米も視野に入れる。相次ぐ国内再編で売上高は約7兆5千億円超。薬の製造から
販売まで手掛ける企業が「外海」に乗り出す。
・ｼﾉﾌｧｰﾑの売上高は主要企業の合計だけで約5千億元（約7兆5千億円）。医薬関連企業で
は中国一だ。ただし売上高の9割は卸売りや薬局運営。製薬事業は1割程度。

＊東南ｱｼﾞｱ経済　回復鈍く…7～9月　ｺﾛﾅ禍長期化懸念
東南ｱｼﾞｱ諸国の景気は7～9月期、全般に薄日が差すものの回復力は弱そうだ。ﾀｲのﾌﾟﾗﾕｯ
ﾄ政権が迅速な経済対策の為、官民組織を新設した背景には、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの打撃長期
化の懸念がある。
ﾀｲの20年の実質成長率はﾏｲﾅｽ7.3～7.8%と国家経済社会開発委員会は見込む。ASEANの
GDPの4割を占めるｲﾝﾄﾞﾈｼｱは7～9月期の前年同期比0.～0.5%と低水準と予測。経済刺激
策の予算執行が遅れた。ﾌｲﾘﾋﾟﾝは20年通年ではﾏｲﾅｽ5.5%と予想する。

＊台湾IT（主要19社）、9%増収…7月、過去最高　半導体関連好調
世界のIT景気の先行指標となる台湾主要19社の7月の売上高合計は、前年同月比9.4%増の
1兆484億台湾㌦（約3兆7700億円）と5ヵ月連続でﾌﾟﾗｽとなった。7月の製造業の受注も約
12%増と高水準。8月以降の伸びも期待させる。
・国別では米国向けが22%増、中国（香港含む）向けも17%増と増大。
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＊中国・三峡ﾀﾞﾑの水位なぜ注目…決壊なら4億人被災も
中国の長江中流にある世界最大級の三峡ﾀﾞﾑで増水量がﾋﾟｰｸを超えた。大雨で警戒水位を
大幅に上回ったが、21日にﾀﾞﾑへの入水量は減少。三峡ﾀﾞﾑはなぜ注目されるのか。
Q：ﾀﾞﾑはどのような状況にあるのか。
　A：ﾀﾞﾑに流れ込む入水量は21日、前日比で約5%減った。ただ、下流の
　　洪水を抑えるために放水も減らしており、ﾀﾞﾑの水位上昇は続いてい
　　る。23日から長江流域で大雨の恐れも出ており、当局は厳戒態勢。
Q：ﾀﾞﾑが決壊する恐れは。
　A：共産党系ﾒﾃﾞｨｱの環球時報は7月の水位上昇時に、三峡ﾀﾞﾑの管理
　　責任者の発言は「ﾀﾞﾑに変形などのﾘｽｸはない」と決壊の恐れ否定。
　　決壊すれば上海など洪水になり、4億人の被災者が出る指摘あり。

＊医療防護具　中国頼み…ﾏｽｸなど4品　輸入急増、8割に
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4品とはﾏｽｸ、ｶﾞｳﾝ、防護服、ﾒｶﾞﾈ）
世界で医療防護具の輸入における中国依存が高まっている。個人防護具の輸入に占める
中国比率は1月の6割弱から8割弱上昇した。急増した世界の需要に、中国が輸出拡大で対
応した。日本の医療用ﾏｽｸの同比率は96%だ。日米欧は命綱を中国に握られるﾘｽｸを警戒し
国内生産や調達先の多様化を目指すが、ﾊｰﾄﾞﾙは高い。
・中国は尖閣諸島で対立した日本へのﾚｱｱｰｽの輸出を絞るなど、貿易を外交の武器に使う
ことがある。このため国産化と調達先の分散を目指しているが、中国に頼る構造が鮮明だ。

＊中国、豪の農産品狙い撃ち…食肉・大麦に加えﾜｲﾝも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　香港・南シナ海・・批判けん制
中国がｵｰｽﾄﾗﾘｱからの農産品輸入を制限する動きを強めている。食肉や大麦への規制に
加え、18日には豪州産ﾜｲﾝを対象に反ﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞ調査も始めたと発表した。豪州が新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽを巡り独立調査を求めたことで高まった両国の緊張は、香港や南ｼﾅ海問題も背景にさら
に激しさを増してきた。

＊中ﾛ、世界でﾜｸﾁﾝ外交…新興・途上国向け先手
　　　　　　　　　　　　　　　　　中国は投与開始　安全性など懸念も
中国とﾛｼｱが、自国が開発した新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝを外国に提供する動きが広がってい
る。米欧より実用化が早く、安価な点を強調し、感染拡大が続く新興・途上国に活用を促す。
ﾜｸﾁﾝの提供で各国への影響力を強めようとしている。
　・中東＝中国ｼﾉﾌｧｰﾑがUAEとﾊﾞｰﾚｰﾝで治験。中国ｶﾝｼﾉはｻｳｼﾞで
　・ｱﾌﾘｶ＝習近平主席がｱﾌﾘｶ首脳にﾜｸﾁﾝの無償提供を表明
　・東南ｱｼﾞｱ＝中国ｼﾉﾊﾞｯｸがｲﾝﾄﾞﾈｼｱで治験。ﾛｼｱはﾌｲﾘﾋﾟﾝで治験。
　・中南米＝ｼﾉﾊﾞｯｸがﾌﾞﾗｼﾞﾙで治験。ｶﾝｼﾉはﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ﾁﾘで治験交渉。

＊武田、新薬開発に集中…大衆薬売却発表　ﾌｧﾝﾄﾞに2420億円
武田薬品工業は24日、ﾋﾞﾀﾐﾝ剤「ｱﾘﾅﾐﾝ」など一般医薬品（大衆薬）事業を米投資ﾌｧﾝﾄﾞ大手
ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟに売却。
・ﾌﾞﾗｯｸｽﾄｰﾝは武田ｺﾝｼｭｰﾏｰﾍﾙｽｹｱの従業員の雇用も継続する。
・医療用では、がん、消化器系疾患、希少疾患、神経精神疾患、血漿分画製剤などを重点分
野と定める。
⦿国内大衆薬市場のｼｪｱ（2019年、市場規模8738億円）
　①大正製薬12.5%②第一三共ﾍﾙｽｹｱ6.1%③ﾛｰﾄ製薬6.0④久光製薬5.7
　⑤ｴｽｴｽ製薬5.2⑥武田ｺﾝｼｭｰﾏｰﾍﾙｽｹｱ5.0⑦興和4.3
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＊ﾃｽﾗ、中国EV販売首位…市場半減で地元勢失速（1～6月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　現地生産、輸入より3割安
世界最大の電気自動車（EV)市場である中国で、米ﾃｽﾗが1～6月にﾄｯﾌﾟに立った。同社初の
現地工場が稼働を本格化して、輸入ﾓﾃﾞﾙより3割安い製品をだしたのが大きい。政府の補助
金減少などで地元勢が苦戦し、市場規模は半分になるなか「手が届く高級車」として販売を
伸ばした。
・ﾃｽﾗの販売台数　
　　　　2019年1～6月販売台数　2.7万台、ｼｪｱ　 5.5%
　　　　2020年1～6月販売台数　5.0万台、ｼｪｱ　21.4%

＊中国の粗鋼生産、最高に…7月9.1%増　世界は2.5%減
世界鉄鋼協会が25日までにまとめた世界64ヵ国・地域の7月の粗鋼生産量は、前年同月比
2.5%減の1.5億㌧だった。一方、中国は9.1%増の9千万㌧と過去最高の生産量。新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽの影響で世界全体では鋼材需要が縮小しているが、中国では国内の公共投資や製造業
が回復を支える。

＊M&A　中国ﾘｽｸ台頭…ｷﾘﾝ、豪飲料売却中止
ｷﾘﾝHDが25日、ｵｰｽﾄﾗﾘｱかの乳飲料事業の売却中止を与儀なくされた。豪政府は買い手
の中国蒙牛乳に「国益に反する」との見解を伝えた。香港への強硬措置や南ｼﾅ海問題に起
因する世界的な中国への警戒姿勢が、ｷﾘﾝの事業再構築にとり想定外のﾊｰﾄﾞﾙになった。

＊TikTok「買収」で攻防…ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽが米を提訴「交渉、時間稼ぎか」
「TikTok」を巡る駆け引きが米国で激しくなってきた。国内利用を禁じる大統領令の無効を求
めて運営会社が米政権を提訴する一方、米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄなどは事業買収を進めている。決着ま
でには曲折がありそうだ。
・手続きに不備があり憲法違反だと主張している。

＊中国版決済網　参加広がる…邦銀など金融機関　年内1000行も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米中対立　影響軽減狙う
中国独自の国際銀行間決済ｼｽﾃﾑに参加する金融機関が広がってきた。中国経済の存在
感の高まりを背景に、参加数は7月末時点で97の国・地域で984と昨年末から48増加し、年
内にも1千の大台に達しそうだ。
激化する米中対立を背景に決済網の構築を中国は進めており、参加が加速する可能性もあ
る。
・中国は人民元の国際銀行間決済ｼｽﾃﾑ（CIPS）を15年に作った。参加する金融機関は人民
元建ての貿易決済や送金が簡単にできる。
・国際的な資金決済ｼｽﾃﾑはﾍﾞﾙｷﾞｰに本部を置く国際銀行間通信協会（SWIFT)のｼｽﾃﾑを使
う。決済額はﾄﾞﾙは4割、人民元は2%弱だ。

＊東南ｱ、新車販売4割減…1～6月　需要喚起へﾘｰｽ提案
東南ｱｼﾞｱの新車販売が2020年1～6月期に前年同期比42%減った。月単位でみると最悪期
は脱しつつあるが、欧米などと比べると回復のﾍﾟｰｽが遅い。需要喚起に向け、ﾘｰｽやｶｰｼｪｱ
など先進国で広がる新たな使い方の提案も出てきた。
・域内2大市場であるﾀｲとｲﾝﾄﾞﾈｼｱは20年通年でそれぞれ4割の減少。

＊ﾃﾚﾜｰｸ　暗証番号流出…日本国内38社に不正接続
　　　　　　　　　　　　　　　　　政府も調査　世界900社超　被害
日立化成や住友林業など国内の38社が不正ｱｸｾｽを受け、ﾃﾚﾜｰｸに欠かせない社外接続
の暗証番号が流出した恐れがあることが分かった。
第三者が機密情報を抜き取ったり、ｳｲﾙｽをばらまいたりする2時被害が予想される。事態を
重く見た内閣ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｾﾝﾀｰ（NISC)も調査に乗り出しており、企業は対策が急務になっ
ている。
・ﾛｼｱ語を使うﾊｯｶｰが各社に不正ｱｸｾｽして情報を入手したとみられる。VPNを使う際のﾕｰ
ｻﾞｰ名やﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ、ﾈｯﾄ上の住所を示すIPｱﾄﾞﾚｽが流通していた可能性がある。
・4月以降、企業の安全対策の遅れが目立つと指摘（NTIS）。
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＊鉄鉱石　統制強まる…中国需要拡大　6年7ヵ月ぶり高値
高炉で鉄鋼を生産する際の主原料になる鉄鉱石の国際ｽﾎﾟｯﾄ（随意契約）価格が一段と上
昇し、6年7ヵ月ぶりの高値を付けた。中国で粗鋼生産が増加を続け、鉄鉱石の需要も拡大し
ている。主産国のﾌﾞﾗｼﾞﾙで供給不安が根強いことも相場を押し上げている。高炉の生産ｺｽﾄ
は一段と上昇しそうだ。

＊ｳｫﾙﾏｰﾄ参戦で激化…TikTok米事業争奪戦
売却が検討されている動画投稿ｱﾌﾟﾘ「TikTok」の米国事業を巡り争奪戦が激しくなっている。
米小売り最大手ｳｫﾙﾏｰﾄは米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄと組み、買収交渉に乗り出すと表明した。米ｵﾗｸﾙな
ども買い手として浮上しており、米国で1億人の利用者を抱える人気ｱﾌﾟﾘの買収交渉は大詰
めを迎えている。買い手の決定「数日内」報道・・大統領令は「14日にﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽに対し、米国
事業を90日以内に売却するよう命じた」。
・TikTokは世界に7億人規模のﾕｰｻﾞｰを抱えており、米事業は1～2割。

＊ﾀｲ、LNG輸入自由化…電気代抑制で産業競争力
　　　　　　　　　　　　　　　 電力大手ｶﾞﾙﾌ、年内に参入
ﾀｲが液化天然ｶﾞｽ（LNG)の輸入を自由化する。民間の発電会社が年内にも参入する。ﾀｲは
安価な国産ｶﾞｽの埋蔵量が減衰しており、LNG輸入の拡大が必須の状況だ。調達ｺｽﾄを抑制
する手法の導入を競わせて電気代の上昇に歯止めをかけ、産業競争力を維持したい考え
だ。

＊日本からの調達5割増…ﾌｧｰｳｪｲ、昨年　連携推進の構え
中国通信機器最大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）日本法人の王剣峰（ｼﾞｪﾌ･ﾜﾝ）会長は26日、2019
年にﾌｧｰｳｪｲが日本企業から部品などを調達した金額は約1兆1千億円で、18年の7210億円
から約5割増えたと明らかにした。米政府がﾌｧｰｳｪｲへの規則を強めるなかで、日本企業との
連携を推進する考えを示した。ｱｼﾞｱの取引先にも連携を訴えていく模様。
・「日本で18年から調達を続けており、大きな影響が出ないのではないか」と王会長は語って
いる。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ傘下金融　上場申請…ｱﾝﾄの収益源　決済から融資に
　　　　　　　　　　　　　　　　　零細事業者・個人　AI審査で取り込む
ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社、ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが香港、上海の両取引所に株式上場を申請し
た。目論見書によると、融資や金融商品の販売の収益が「支付宝（ｱﾘﾍﾟｲ）」など決済関連を
上回って成長するなど、謎だった収益構造の一旦が明らかになった。「ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰ」の地位
を軸にAIを駆使した金融ｻｰﾋﾞｽの巨人は、既存の金融大手の脅威となりそうだ。
・ｱﾝﾄはｱﾘﾍﾟｲの残高から自動的に資金を回収したり、場合によってはｱﾘﾍﾟｲの取引自体を凍
結する。生活ｲﾝﾌﾗとなったｱﾘﾍﾟｲが使用できなくなると、中国では暮らしに困る。

＊中国、AI輸出を規制…TikTok　売却　影響も
中国政府はﾊｲﾃｸなどの技術輸出の規制を強化した。中国の商務省と科学技術省が28日夜
に発表した「中国輸出禁止・輸出制限技術ﾘｽﾄ」の改訂では、輸出制限の対象にAIや個人向
けのﾃﾞｰﾀ解析などを加えた。2008年以来のﾘｽﾄの改訂で、AIなど発展した新技術などを網羅
したという。
・中国対外経済貿易大学の崔凡教授は「ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽはAIなどの技術を使っており、改定後のﾘ
ｽﾄに含まれる可能性がある」と報じ、売却交渉の中止などを真剣かつ慎重に検討すべきだ
と述べた。

＊中国ﾄﾞﾛｰﾝ　汎用部品8割…DJI製品解剖「ｺｽﾄ、競合の半分」
空中撮影や農薬散布など幅広く活躍するﾄﾞﾛｰﾝ（小型無人機）で、世界ｼｪｱの7割を握るとさ
れるのが中国のDJIだ。最新機種を分析したところ、8割の部品（金額ﾍﾞｰｽ）で汎用品を使
い、競合比で約半分という低ｺｽﾄと技術量が競争力の源泉として浮かんだ。分厚い内需に支
えられる中国ﾄﾞﾛｰﾝ産業にも、米中対立の影が忍び寄る。
⦿主要部品には米国製も多い
　記憶装置＝ｻﾑｽﾝ電子（韓）、ｶﾒﾗ＝ｻﾑｽﾝ電子、ﾒﾓﾘｰ＝SKﾊｲﾆｯｸｽ（韓）、通信＝ｸｫﾙﾎﾞ
（米）、
　電源＝ﾃｷｻｽ・ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ（米）、GPS ＝ﾕｰﾌﾞﾛｯｸｽ（ｽｲｽ）
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2020/8/31 経済 ＊中国、原発稼働世界一へ…30年にも米抜く見通し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中国　建設ﾗｯｼｭ、技術力最先端
中国の原子力発電所の発電容量が建設計画ﾍﾞｰｽで2030年ごろにも米国を抜き、世界一の
原発大国となるみ通しだ。稼働中の原発は18年に日本を上回り、米、仏に次ぐ世界3位に
なった。先進国では東京電力福島第１原発事故後、新設が難しい。大規模計画を持つ中
国、ﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞとの二極化が進む。
・運転中の原発だけをみると1位は米国、2位はﾌﾗﾝｽ、中国は3位だが、11基が建設中、40基
超の計画がある。5年前後で完成するので、早ければ30年ごろに米国を抜く可能性がある。
・10年以降に稼働始めた原発の7割超が中露製だ。建設は原発関連技術の向上を促す反
面、国のｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障に影響を及ぼす可能性もある。

＊新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ　冷凍でも感染力維持…食品から検出、報告相次ぐ
中国で冷凍食品から新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを検出したという報告が相次ぎ、その感染ﾘｽｸが改めて
注目されている。ｳｲﾙｽは低温に強く、解凍後も感染力は残るという。ただ、これまでに新型ｺ
ﾛﾅで食品や貨物などを通じて感染拡大したという確実な報告はない。
・香港大の論文によると、新型ｺﾛﾅは熱に弱い。セ氏22度ではｳｲﾙｽ量は減少傾向で、同37
度では2日間で検出できなくなった。同70度では5分でほぼいなくなる。食品にウイルスが付
いていても、加熱すれば安全だ。
・手洗いやｱﾙｺｰﾙ消毒などを徹底すれば感染ﾘｽｸは低い。


